
１．平成16年 8月中間期の業績（平成16年 3月 1日～平成16年 8月31日） 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  15円50銭 

※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関

する事項につきましては、中間決算短信（連結）添付資料の６ページをご参照ください。 

平成17年 2月期 個別中間財務諸表の概要 平成16年10月26日

上場会社名 松竹株式会社 上場取引所 東・大・名・福・札 

コード番号 ９６０１ 本社所在都道府県 東京都 

(URL http://www.shochiku.co.jp/)

代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名  迫本 淳一 

問合せ先責任者 役職名 取締役 氏名  油谷  曻 ＴＥＬ  （03）5550－1516 

中間決算取締役会開催日 平成16年10月26日 中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日 平成 年 月 日 単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000株） 

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

  売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 8月中間期 34,862 25.5 2,397 47.6 2,154 94.5

15年 8月中間期 27,772 △6.6 1,624 23.2 1,107 21.2

16年 2月期 62,604   4,027   2,626  

  中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

  百万円 ％ 円 銭

16年 8月中間期 948 92.5 8 91

15年 8月中間期 493 44.9 5 35

16年 2月期 1,121   11 76

（注）①期中平均株式数 16年8月中間期 106,484,584株 15年8月中間期 92,231,036株 16年2月期 95,362,432株

②会計処理の方法の変更 有 

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。 

(2）配当状況   

 
１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 

  円 銭 円 銭

16年 8月中間期 0 00     ――――――  

15年 8月中間期 0 00     ――――――  

16年 2月期     ―――――― 0 00  

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

  総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 8月中間期 103,101 45,233 43.9 424 84

15年 8月中間期 97,543 35,676 36.6 386 85

16年 2月期 102,999 44,128 42.8 414 37

（注）①期末発行済株式数 16年8月中間期 106,473,331株 15年8月中間期 92,221,963株 16年2月期 106,494,204株

②期末自己株式数 16年8月中間期 510,947株 15年8月中間期 262,315株 16年2月期 490,074株

２．平成17年 2月期の業績予想（平成16年 3月１日～平成17年 2月28日）  

  売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 

期 末   

    百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭

通 期 64,500   3,450   1,650   3 00 3 00
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１．個別中間財務諸表等 
(1) 中間貸借対照表 

    
前中間会計期間末 

(平成15年８月31日現在) 

当中間会計期間末 

(平成16年８月31日現在) 

対前中間期
比 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成16年２月29日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

増減
（千円） 

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金   2,470,716   4,882,817 2,412,100 6,170,687 

２．受取手形 ※５ 44,379   11,176 △33,202 23,528 

３．売掛金   6,292,664   6,757,278 464,614 7,817,723 

４．有価証券   －   18,722 18,722 － 

５．たな卸資産   3,777,360   4,745,346 967,985 3,977,341 

  ６．前渡金   2,815,329   3,747,585 932,256 2,589,702 

  ７．繰延税金資産   1,222,247   1,130,566 △91,681 1,798,700 

８．短期貸付金   1,338,920   1,331,160 △7,760 1,336,960 

９．立替金   686,635   462,995 △223,640 654,465 

10．その他   1,188,413   987,864 △200,548 933,561 

貸倒引当金   △908,710   △28,830 879,879 △19,906 

流動資産合計    18,927,956 19.4 24,046,682 23.3 5,118,726   25,282,765 24.6

Ⅱ 固定資産         

１. 有形固定資産 ※１       

(1) 建物 ※２ 19,277,718   18,886,646 △391,071 19,140,992 

(2) 設備   5,501,619   5,682,366 180,747 5,734,788 

(3) 土地 ※２ 14,535,435   14,744,113 208,677 14,606,796 

(4) 建設仮勘定   －   711,491 711,491 206,441 

(5) その他   1,792,096   1,642,954 △149,141 1,685,052 

有形固定資産
合計 

   41,106,868 42.1 41,667,571 40.4 560,702   41,374,071 40.2

２. 無形固定資産    982,513 1.0 1,137,684 1.1 155,170   994,491 0.9

３. 投資その他 
 の資産 

        

(1) 投資有価証
券 

※２ 11,756,975   11,910,529 153,553 11,352,290 

(2) 関係会社株
式 

※２ 6,367,016   6,920,935 553,918 6,720,585 

(3) 出資金   10,963,768   9,376,418 △1,587,349 9,379,332 

(4) 長期貸付金   1,593,314   3,417,084 1,823,769 3,280,703 

(5) 差入保証金   5,631,197   5,389,925 △241,271 5,549,564 

(6) その他   682,887   876,669 193,781 684,542 

貸倒引当金   △469,236   △1,674,151 △1,204,915 △1,661,299 

投資その他の
資産合計 

   36,525,923 37.5 36,217,411 35.2 △308,512   35,305,718 34.3

固定資産合計    78,615,306 80.6 79,022,667 76.7 407,361   77,674,281 75.4

Ⅲ 繰延資産               

 新株発行費    －   31,683   31,683   42,245   

繰延資産合計    － － 31,683 0.0 31,683   42,245 0.0 

資産合計    97,543,262 100.0 103,101,034 100.0 5,557,771   102,999,292 100.0 
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前中間会計期間末 

(平成15年８月31日現在) 

当中間会計期間末 

(平成16年８月31日現在) 

対前中間期
比 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成16年２月29日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

増減
（千円） 

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．支払手形   1,242,521   1,254,529 12,008 1,426,751 

２．買掛金   4,309,464   5,406,748 1,097,284 4,287,270 

３．短期借入金 ※２ 19,123,494   24,288,995 5,165,500 21,949,020 

４．１年以内償還
予定の社債 

  200,000   400,000 200,000 400,000 

５．未払事業所税   23,429   21,451 △1,978 42,584 

６．未払法人税等   10,581   13,071 2,489 26,242 

７．賞与引当金   －   240,309 240,309 － 

８．設備関係未払
金 

  145,653   190,843 45,189 94,876 

９．その他 ※４ 6,800,662   7,817,695 1,017,033 8,978,933 

流動負債合計    31,855,807 32.6 39,633,644 38.4 7,777,836   37,205,681 36.1

Ⅱ 固定負債         

１．社債   800,000   1,300,000 500,000 1,500,000 

２．長期借入金 ※２ 21,188,975   7,685,180 △13,503,795 11,577,965 

３．繰延税金負債   364,699   1,317,464 952,764 1,252,167 

４．退職給付引当
金 

  1,485,090   1,391,618 △93,472 1,418,823 

５．役員退職慰労
引当金 

  －   605,150 605,150 － 

６．受入保証金   6,172,423   5,934,163 △238,260 5,916,557 

固定負債合計    30,011,189 30.8 18,233,576 17.7 △11,777,612   21,665,514 21.1

負債合計    61,866,996 63.4 57,867,220 56.1 △3,999,776   58,871,195 57.2

 (資本の部）         

 Ⅰ 資本金    18,519,295 19.0 22,651,795 22.0 4,132,500   22,651,795 22.0

 Ⅱ 資本剰余金         

１．資本準備金   9,259,647   13,364,597 4,104,950 13,364,597 

２．その他資本剰
余金 

  2,011,583   2,011,583 － 2,011,583 

資本剰余金合計    11,271,230 11.6 15,376,180 14.9 4,104,950   15,376,180 14.9

 Ⅲ 利益剰余金         

１．任意積立金   1,033,639   1,014,073 △19,566 1,033,639 

２．中間（当期）
未処分利益 

  495,126   2,091,748 1,596,622 1,123,257 

利益剰余金
合計 

   1,528,765 1.6 3,105,821 3.0 1,577,056   2,156,896 2.1

 Ⅳ その他有価証券
評価差額金 

   4,516,008 4.6 4,431,761 4.3 △84,246   4,262,729 4.1

 Ⅴ 自己株式    △159,033 △0.2 △331,745 △0.3 △172,711   △319,505 △0.3

   資本合計    35,676,265 36.6 45,233,813 43.9 9,557,547   44,128,096 42.8

負債・資本合計    97,543,262 100.0 103,101,034 100.0 5,557,771   102,999,292 100.0 
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(2) 中間損益計算書 

    

前中間会計期間 

（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

対前中間期
比 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

増減
（千円） 

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    27,772,818 100.0 34,862,493 100.0 7,089,674   62,604,659 100.0 

Ⅱ 売上原価    15,125,388 54.5 19,388,030 55.6 4,262,641   35,620,087 56.9

売上総利益    12,647,429 45.5 15,474,462 44.4 2,827,032   26,984,572 43.1

Ⅲ 販売費及び一般
管理費 

   11,023,151 39.7 13,077,272 37.5 2,054,120   22,957,300 36.7

営業利益    1,624,278 5.8 2,397,190 6.9 772,912   4,027,271 6.4

Ⅳ 営業外収益 ※１  239,629 0.9 354,231 1.0 114,601   305,236 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※２  756,408 2.7 597,034 1.7 △159,373   1,706,238 2.7

経常利益    1,107,499 4.0 2,154,386 6.2 1,046,887   2,626,269 4.2

Ⅵ 特別利益 ※３  25,503 0.1 － － △25,503   － －

Ⅶ 特別損失 ※４  88,400 0.3 574,925 1.7 486,525   478,685 0.8

税引前中間
（当期）純利
益 

   1,044,603 3.8 1,579,461 4.5 534,858   2,147,583 3.4

法人税、住民
税及び事業税 

  10,581   13,071  26,242 

法人税等調整
額 

  540,970 551,551 2.0 617,465 630,536 1.8 78,984 1,000,158 1,026,401 1.6

中間（当期）
純利益 

   493,051 1.8 948,925 2.7 455,873   1,121,182 1.8

前期繰越利益
（又は前期繰
越損失(△)） 

   △6,531,601 1,142,823 7,674,425   △6,531,601

利益準備金取
崩額 

   1,035,714 － △1,035,714   1,035,714

資本準備金取
崩額 

   5,497,962 － △5,497,962   5,497,962

中間（当期）
未処分利益 

   495,126 2,091,748 1,596,622   1,123,257
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同    左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同    左 

②その他有価証券 

(イ)時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

②その他有価証券 

(イ)時価のあるもの 

同    左 

②その他有価証券 

(イ)時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

(ロ)時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(ロ)時価のないもの 

同    左 

(ロ)時価のないもの 

同    左 

(2）デリバティブ 

時価法 

  (2）デリバティブ 

同    左 

(2）デリバティブ 

同    左 

(3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

ビデオテー

プ・プログラ

ム・キャラク

ター商品 

  
移動平均法による原

価法 

映像版権商品 
  個別法による原価法 

商品土地 

その他の商品   
先入先出法による原

価法 

製品   個別法による原価法 

仕掛品   個別法による原価法 

原材料 
  

先入先出法による原

価法 貯蔵品 

同    左 同    左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定額法によっております。 

なお、取得価額10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産に

ついては、３年間均等償却によ

っております。 

主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

 建物     10～50年 

 設備     ３～20年 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同    左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定額法によっております。 

なお、取得価額10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産に

ついては、３年間均等償却によ

っております。 

主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

 建物     ７～50年 

 設備     ３～20年 
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前中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

(2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定

額法によっております。 

(2）無形固定資産 

  同    左 

(2）無形固定資産 

 同    左 

  

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

実績繰入率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

３．引当金の計上基準 

  (1) 貸倒引当金 

  同    左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

  同    左 

(2）   ―――――― (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、将来の賞

与支給見込額のうち、当中間会

計期間に負担すべき額を計上し

ております。 

(2）   ―――――― 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間期末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

 なお、数理計算上の差異につ

いては、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額を翌期から費用処

理することとしております。 

(3）退職給付引当金 

  同    左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額

法により按分した額を翌期から

費用処理することとしておりま

す。 

(4）   ―――――― (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく中間期末における要支

給額を計上しております。 

(4）   ―――――― 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

    同    左 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 
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前中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

５．リース取引の処理方法 

同    左 

５．リース取引の処理方法 

同    左 

６．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、為替予約取引について

は、振当処理の要件を満たしてい

る場合には振当処理を、金利スワ

ップ取引及び金利キャップ取引に

ついては、特例処理の要件を満た

している場合には特例処理を採用

しております。 

６．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、為替予約取引および通

貨オプション取引については、振

当処理の要件を満たしている場合

には振当処理を、金利スワップ取

引及び金利キャップ取引について

は、特例処理の要件を満たしてい

る場合には特例処理を採用してお

ります。 

６．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、為替予約取引について

は、振当処理の要件を満たしてい

る場合には振当処理を、金利スワ

ップ取引及び金利キャップ取引に

ついては、特例処理の要件を満た

している場合には特例処理を採用

しております。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約取引 

      金利スワップ取引

金利キャップ取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約取引 

通貨オプション取

引 

金利スワップ取引

金利キャップ取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約取引 

金利スワップ取引 

金利キャップ取引 

ヘッジ対象…外貨建予定取引及 

      び借入金 

ヘッジ対象… 同  左   ヘッジ対象… 同  左 

(3）ヘッジ方針 

 外貨建予定取引の為替変動リス

ク及び借入金の金利変動リスクを

回避する目的で為替予約取引及び

金利スワップ取引、金利キャップ

取引を行っており、ヘッジ対象の

識別は個別契約毎に行っておりま

す。 

(3）ヘッジ方針 

 外貨建予定取引の為替変動リス

ク及び借入金の金利変動リスクを

回避する目的で為替予約取引、通

貨オプション取引、金利スワップ

取引及び金利キャップ取引を行っ

ており、ヘッジ対象の識別は個別

契約毎に行っております。 

(3）ヘッジ方針 

 外貨建予定取引の為替変動リス

ク及び借入金の金利変動リスクを

回避する目的で為替予約取引及び

金利スワップ取引、金利キャップ

取引を行っており、ヘッジ対象の

識別は個別契約毎に行っておりま

す。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキャ

ッシュ・フロー変動の累計とヘッ

ジ手段の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計とを比較

し、両者の変動額等を基礎として

ヘッジ有効性を評価しておりま

す。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

     同    左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

     同    左 

７．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

  消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

７．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

    同    左 

７．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

    同    左 
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追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

（税率変更による繰延税金資産及び

繰延税金負債の修正額） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布されたことに伴

い、当中間会計期間の繰延税金資産

及び繰延税金負債の計算（ただし、

平成17年３月１日以降に解消が見込

まれるものに限る）に使用した法定

実効税率は前事業年度の42.0％から

40.49％に変更しております。 

その結果、繰延税金資産の金額が

202,297千円、繰延税金負債の金額が

187,546千円それぞれ減少しておりま

す。また、当中間会計期間に計上さ

れた法人税等調整額が129,339千円、

その他有価証券評価差額金が114,588

千円それぞれ増加しております。 

―――――――  （税率変更による繰延税金資産及び 

   繰延税金負債の修正額） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」

 （平成15年法律第９号）が平成15年３

 月31日に公布されたことに伴い、当事

 業年度の繰延税金資産及び繰延税金負

 債の計算（ただし、平成17年３月１日

 以降に解消が見込まれるものに限る）

 に使用した法定実効税率は前事業年度

 の42.0％から40.69％に変更しており 

 ます。 

 その結果、繰延税金資産の金額が 

 130,733千円、繰延税金負債の金額が 

 155,567千円それぞれ減少しておりま 

 す。また、当事業年度に計上された法

 人税等調整額が69,318千円、その他有

 価証券評価差額金が94,152千円それぞ

 れ増加しております。 

――――――― ――――――― （スプレッド方式による新株発行に

ついて） 

平成15年12月25日の有償一般募集に

よる新株発行（13,000千株）は、引

受証券会社が発行価額で引受を行

い、これを発行価額と異なる発行価

格で一般投資家に販売する、いわゆ

る「スプレッド方式」の売買引受契

約によっております。「従来の方

式」では、引受証券会社に対し引受

手数料を支払うこととなりますが、

「スプレッド方式」では発行価格と

発行価額との差額が事実上引受手数

料となりますので引受証券会社に対

する引受手数料の支払いはありませ

ん。平成15年12月25日の新株発行に

係る発行価格と発行価額の差額の総

額は、401,700千円となり、「従来の

方式」による新株式発行であれば、

新株発行費として処理されていたも

のであります。このため、「従来の

方式」によった場合に比べ、当期の

新株発行費は401,700千円少なく、経

常利益及び税引前当期純利益は

133,900千円多く計上されておりま

す。 
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 会計処理方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

――――――― （賞与引当金） 

 従来、支給対象期間と事業年度が一

致していたため賞与引当金は計上し

ておりませんでしたが、当中間会計

期間において、賞与支給に係る評価

制度を見直すとともに支給対象期間

を変更し、将来の賞与支給見込額の

うち、当中間会計期間に負担すべき

額を新たに賞与引当金として計上し

ております。 

――――――― 

前中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

――――――― （役員退職慰労引当金） 

 役員退職慰労引当金につきましては、

 従来支給時の費用として処理しており

 ましたが、役員退職慰労金規程の整備

 を行ったことを契機に、役員退職慰労

 金を役員の在任期間に渡り費用分配す

 ることで期間損益の適正化及び財務体

 質の健全化を図るため、規程に基づく

 中間期末要支給額を引当金計上するこ

 とといたしました。この変更に伴い、

 当中間会計期間負担額30,225千円を 

 「販売費及び一般管理費」に計上し、

 過年度負担額574,925千円については 

 「特別損失」に計上しております。こ

 の結果、従来の方法に比べ、営業利益

 及び経常利益はそれぞれ30,225千円、

 税引前中間純利益は605,150千円減少 

 しております。 

――――――― 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目及び科目 
前中間会計期間末 

（平成15年８月31日現在） 
当中間会計期間末 

（平成16年８月31日現在） 
前事業年度末 

（平成16年２月29日現在） 

※１．有形固定資産減価償却

累計額 

（千円） 

24,525,112 

（千円） 

26,012,985 

（千円） 

25,249,394 

※２．担保に供している資産 （千円） （千円） （千円） 

(1）建物 

(2）土地 

(3）投資有価証券 

(4）関係会社株式 

合計 

14,706,137

10,600,372

9,396,265

154,486

34,857,262

14,306,812

10,807,395

6,572,182

154,486

31,840,876

14,499,328

10,670,078

8,988,032

154,486

34,311,925

上記に対応する債務       

(1） 短期借入金 

(2） 

長期借入金 

(１年以内返済分を

含む） 

  合計 

14,235,000

18,837,195

33,072,195

12,195,000

12,412,175

24,607,175

11,695,000

14,438,985

26,133,985

   関係会社の銀行借入金を担保す

るため上記のほかに、建物517,562

千円、土地2,682,401千円、投資有

価証券296,629千円、関係会社株式

15,627千円を物上保証に供してお

ります。 

 関係会社の銀行借入金を担保す

るため上記のほかに、建物493,655

千円、土地2,682,401千円、投資有

価証券341,826千円、関係会社株式

15,627千円を物上保証に供してお

ります。 

 関係会社の銀行借入金を担保す

るため上記のほかに、建物  

505,675千円、土地2,682,401千

円、投資有価証券324,049千円、関

係会社株式15,627千円を物上保証

に供しております。 

３．偶発債務 

債務保証 

 下記の会社・従業員の銀行借入

金について債務の保証を行ってお

ります。 

 下記の会社・従業員の銀行借入

金について債務の保証を行ってお

ります。 

 下記の会社・従業員の銀行借入

金について債務の保証を行ってお

ります。 

     （千円）

㈱松竹マルチプレ

ックスシアターズ 
5,420,156

㈱鎌倉ケーブルコ

ミュニケーション

ズ 

1,440,035

㈱神奈川メディア

センター 
380,500

㈱京都ケーブルコ

ミュニケーション

ズ 

254,692

従業員（住宅資金

他） 
266,825

合計 7,762,210

   （千円）

㈱松竹マルチプレ

ックスシアターズ 
6,773,455

㈱鎌倉ケーブルコ

ミュニケーション

ズ 

1,128,915

㈱神奈川メディア

センター 
320,200

㈱京都ケーブルコ

ミュニケーション

ズ 

228,161

従業員（住宅資金

他） 
242,663

合計 8,693,395

    （千円）

㈱松竹マルチプレ

ックスシアターズ 
4,829,150

㈱鎌倉ケーブルコ

ミュニケーション

ズ 

1,284,475

㈱神奈川メディア

センター 
351,500

㈱京都ケーブルコ

ミュニケーション

ズ 

241,427

従業員（住宅資金

他） 
260,782

合計 6,967,334

※４．消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

同    左 ───── 
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（中間損益計算書関係） 

項目及び科目 
前中間会計期間末 

（平成15年８月31日現在） 
当中間会計期間末 

（平成16年８月31日現在） 
前事業年度末 

（平成16年２月29日現在） 

※５．中間期末日（期末日）

満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって

決済処理しております。なお、当

中間会計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の中間期末

日満期手形が、中間期末残高に含

まれております。 

───── ─────  

  受取手形 7,606千円     

６．当座貸越契約及び貸出

コミットメント 

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行４行と当座

貸越契約及び貸出コミットメント

契約を締結しております。これら

の契約に基づく当中間会計期間末

の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行４行と当座

貸越契約及び貸出コミットメント

契約を締結しております。これら

の契約に基づく当中間会計期間末

の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行４行と当座貸

越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。これらの

契約に基づく当事業年度末の借入

未実行残高は次のとおりでありま

す。 

  （千円） （千円） （千円） 

(1) 

当座貸越限度額及

び貸出コミットメ

ントの総額 

(2) 借入実行残高 

  差引額 

3,810,000

1,578,274

2,231,725

5,310,000

－

5,310,000

5,310,000

1,000,000

4,310,000

項目及び科目 
前中間会計期間 

（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日）

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日）

※１．営業外収益の主要項目 （千円） （千円） （千円）

受取利息 23,392 18,093 43,241 

受取配当金 186,101 250,685 205,363 

※２．営業外費用の主要項目 （千円） （千円） （千円）

支払利息 429,206 313,779 837,258 

新株発行費償却   －  10,561 21,122 

※３．特別利益の主要項目 （千円） （千円） （千円）

    貸倒引当金戻入額 25,503  － －  

※４．特別損失の主要項目 （千円） （千円） （千円）

役員退職慰労金 60,900 － 60,900 

過年度役員退職慰労引当

金繰入額 
－ 574,925 － 

関係会社株式評価損 － －  185,481 

たな卸資産償却損 － － 151,570 

ゴルフ会員権評価損 27,500 － 27,500 

 ５．減価償却実施額 （千円） （千円） （千円）

有形固定資産 813,461 763,591  1,628,778 

無形固定資産 931 10,672 3,121 
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① リース取引 

前中間会計期間 
（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

機械及び
装置 

23,475 15,894 7,581 

車両運搬
具 

3,655 2,058 1,596 

工具・器
具・備品 

938,445 594,695 343,750 

ソフト 
ウェア 

184,353 60,345 124,008 

合計 1,149,931 672,993 476,938 

  
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
（千円）

機械及び
装置 

347,708 63,397 284,310

車両運搬
具 

3,544 2,879 665

工具・器
具・備品

863,662 613,791 249,871

ソフト 
ウェア 

255,623 113,073 142,549

合計 1,470,538 793,142 677,396

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

期末残高
相当額 
（千円）

機械及び
装置 

229,268 33,909 195,358

車両運搬
具 

3,655 2,512 1,142

工具・器
具・備品

974,040 691,075 282,965

ソフト 
ウェア 

255,705 82,295 173,409

合計 1,462,669 809,793 652,876

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により、算定しております。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により、

算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

  （千円）

１年以内 217,317

１年超 259,620

合計 476,938

  （千円）

１年以内 248,972

１年超 428,423

合計 677,396

  （千円）

１年以内 262,075

１年超 390,801

合計 652,876

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により、算定

しております。 

同左  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により、算定しておりま

す。 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

  （千円）

支払リース料 117,364

減価償却費相当額 117,364

  （千円）

支払リース料 145,672

減価償却費相当額 145,672

  （千円）

支払リース料 250,852

減価償却費相当額 250,852

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零（残価保証の取り決めのある

ものについては、当該残価保証額）

とする定額法によっております。  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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② 有価証券 

前中間会計期間末 （平成15年８月31日現在） 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当中間会計期間末 （平成16年８月31日現在） 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度末 （平成16年２月29日現在） 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

種類 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 － － － 

関連会社株式 152,700 6,740,440 6,587,739 

種類 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 － － － 

関連会社株式 152,700 7,187,510 7,034,809 

種類 
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 － － － 

関連会社株式 152,700 6,878,000 6,725,299 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  
前中間会計期間 

（自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

１株当たり純資産額 386円85銭 424円84銭 414円37銭 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
5円35銭 8円91銭 11円76銭 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金額につ

いては、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しな

いため、記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金額につ

いては、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しな

いため、記載しておりませ

ん。 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額について

は、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないた

め、記載しておりませ

ん。  

   (追加情報) 

 当中間会計期間より「１

株当たり当期純利益に関す

る会計基準」(企業会計基

準第２号)及び「１株当た

り当期純利益に関する会計

基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第４号)を

適用しております。なお、

同会計基準及び適用指針を

前中間会計期間及び前事業

年度に適用して算定した場

合の１株当たり情報につい

ては、影響はありません。 

    

 当事業年度より「１株当

たり当期純利益に関する会

計基準」(企業会計基準第

２号)及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準

の適用指針」(企業会計基

準適用指針第４号)を適用

しております。なお、同会

計基準及び適用指針を前事

業年度に適用して算定した

場合の１株当たり情報につ

いては、影響はありませ

ん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日)

中間（当期）純利益（千円） 493,051 948,925 1,121,182 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
493,051 948,925 1,121,182 

期中平均株式数（千株） 92,231 106,484 95,362 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

新株予約権   １種類 

新株予約権の数 522個 

同左 

  

同左 
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２．売上高内訳 
  （単位：千円未満切捨）

部門別 

前中間期 
（15／３～15／８） 

当中間期 
（16／３～16／８） 

増減 
前期 

（15／３～16／２） 

金額 
構成比
（％） 

金額 
構成比
（％）

金額 
増減率
（％） 

金額 
構成比
（％）

映像部門 12,196,308 43.9 17,821,835 51.1 5,625,526 46.1 29,776,490 47.6 

映画 7,829,455 28.2 13,052,481 37.4 5,223,025 66.7 19,676,246 31.4 

ビデオ 3,426,271 12.3 4,122,108 11.8 695,837 20.3 7,733,971 12.4 

テレビ 940,581 3.4 647,245 1.9 △293,336 △31.2 2,366,272 3.8 

演劇部門 10,238,212 36.9 11,231,032 32.2 992,819 9.7 21,280,349 34.0 

事業部門 5,338,296 19.2 5,809,625 16.7 471,328 8.8 11,547,819 18.4 

計 27,772,818 100.0 34,862,493 100.0 7,089,674 25.5 62,604,659 100.0 
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